
東北生態系ネットワーク推進協議会 規約 
 

 

（名称）  

第１条 本組織は「東北生態系ネットワーク推進協議会」（以下、協議会という）と

称する。 

 

（目的） 

第２条 東北の河川流域の多様な主体との連携・協働のもと、健全な生態系のシンボ

ルとしての大型水鳥類等を指標とする、河川を基軸とした広域の生態系ネット

ワークの形成を通じて良好な水辺環境の保全・整備を進め、その成果を活かし

た地域の魅力向上や持続可能な地域振興を図る。 

 

（協議事項）  

第３条 協議会では主に、東北における河川を基軸とした広域の生態系ネットワーク

の形成に資する以下の事項について協議する。  

（１）水辺環境の保全・再生の方策、その成果を活かした持続可能な地域振興の方

策、それらを通じた東北の魅力や価値の向上 

（２）東北全域を対象とする基本計画の検討・策定及び見直し 

（３）モデル地域等における取組状況の把握、取組みの推進に関する助言、情報の

提供及び発信等の支援 

（４）その他、前条の目的を達成するために必要な事項  

 

（委員）  

第４条 協議会の委員は、別表に掲げる者によって組織する。ただし必要に応じ、協

議会の議決を経て委員を追加することができる。  

２ 委員の任期は、委嘱があった日から翌年の年度末までの２年間とし、再任を妨

げない。補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 

（座長の設置）  

第５条 協議会には座長１名を置く。座長は、委員の互選によって選任する。 

２ 座長は協議会を代表し、協議会の円滑な運営と進行を総括する。 

３ 座長に事故等があった時には、協議会に属する委員の互選により職務代行者を

選任する。 

 

（オブザーバー） 

第６条  協議会にはオブザーバーを置くことができる。 

２ オブザーバーは、座長から発言を求められた際に、意見等を述べることがで

きる。 
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（協議会の招集）  

第７条 協議会は、座長が召集、議事を進行する。  

２ 協議会は、委員の２分の１の出席をもって成立する。なおやむを得ない理由で

委員が協議会に出席できない場合は、代理出席を認める。  

３ 協議会は、必要に応じ、委員以外の関係者の出席を要請し、意見を聞くことが

できる。  

 

（流域協議会等の設置）  

第８条 本規約の第２条に掲げる目的を具体的に推進するために、水系単位での取組

みを検討・推進する流域協議会等の組織を置くことができる。 

 ２ 新たに設置する組織の名称や協議事項、構成、運営上必要な事項等については

別途定めるものとする。  

 

（事務局）  

第９条 協議会の事務局は、国土交通省 東北地方整備局 河川部 河川環境課に置く。  

 

（会議の公開）  

第１０条 協議会の会議は原則として公開する。ただし、野生動植物の保護や個人情

報の保護等、公開により支障が生ずると予め想定される事項については、原

則として委員限りの取扱いとする。 

 

（その他）  

第１１条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、座長

が定める。  

 

 

附 則  

この規約は、平成２９年１２月１４日から施行する。
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